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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第129期

第１四半期連結
累計期間

第130期
第１四半期連結
累計期間

第129期

会計期間

自平成23年
４月１日
至平成23年
６月30日

自平成24年
４月１日
至平成24年
６月30日

自平成23年
４月１日
至平成24年
３月31日

売上高（百万円） 12,146 12,504 84,503

経常利益又は損失（△）（百万円） △1,047 △1,000 3,819

四半期（当期）純利益又は純損失（△）（百

万円）
△845 △857 1,628

四半期包括利益又は包括利益（百万円） △860  △795 3,000

純資産額（百万円） 53,480 55,765 57,125

総資産額（百万円） 90,473 94,299 105,591

１株当たり四半期（当期）純利益金額又は純

損失金額（△）（円）
△13.55 △13.75 26.09

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 53.2 53.5 48.9

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
7,540 4,700 △7,043

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△257 △206 △1,469

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△9,563 △5,798 4,236

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高

（百万円）
8,589 5,256 6,602

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については潜在株式が存在しないため、記載しており

ません。

 　　　４．四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しております。

　

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　（１）業績の状況

当第１四半期連結累計期間（平成24年4月1日～平成24年6月30日）におけるわが国経済は、東日本大震災か

らの復興需要などにより個人消費や企業収益に回復が見られるものの、原発問題を契機としたエネルギー問題

や欧州の債務危機による経済減速の不安から、先行きの見通しについては依然として不透明な状況となってお

ります。

このような状況のもと当社グループといたしましては、ＡＴＳ（自動列車停止装置）・ＡＴＣ（自動列車制

御装置）などの新信号システムや、パークロックシステムをはじめとした駐車場管理システム、及びその他事

業分野において営業活動を積極的に展開してまいりました。

しかしながら、一部鉄道信号案件の受注時期が遅れました結果、当第１四半期連結累計期間における受注高

といたしましては、16,539百万円（前期比10.0％減）となりましたものの、売上高につきましては12,504百万

円（前期比3.0％増）となりました。

損益面の成績といたしましては、当社グループの業態として、年間の売上高の多くが第４四半期に集中する

傾向があります。その結果、1,000百万円の経常損失（前期は1,047百万円の経常損失）、857百万円の四半期純

損失（前期は845百万円の四半期純損失）となりましたが、営業成績としてはほぼ当初計画どおりに進捗して

おります。

　　

セグメント別の状況といたしましては、以下のとおりでございます。

「交通運輸インフラ事業」におきましては、「鉄道信号」では、ＡＴＳ・ＡＴＣなどの新信号システムをは

じめとする各種案件、「交通情報システム」では、ＬＥＤ式信号灯器、制御装置等各種機器の受注・売上があり

ました。

最終的には、先述の要因により、受注高につきましては10,027百万円と前期比4.2％の減少となりましたもの

の、売上高につきましては6,529百万円と前期比10.5％の増加となりました。

また、損益面では、13百万円のセグメント利益（前期は46百万円のセグメント損失）となりました。

「ＩＣＴソリューション事業」におきましては、「駅務自動化装置を中心とするＡＦＣ」では、自動改札機、

自動券売機等の各種機器の受注・売上が減少しましたが、「駐車場システムを中心とした制御機器」では、駐

車場事業者の旺盛な投資意欲を受け、パークロックシステムをはじめとした駐車場管理システムの受注・売上

が過去最高水準となりました。

全体としては、受注高につきましては6,511百万円と前期比17.5％の減少となり、売上高につきましても、

5,975百万円と前期比4.2％の減少となりました。

また、損益面では、508百万円のセグメント損失（前期は540百万円のセグメント損失）となりました。

　

（２）財政状態の状況

　当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ、たな卸資産の増加4,251百万円な

どがありましたものの、受取手形及び売掛金の減少14,899百万円、現金及び預金の減少1,331百万円などにより

11,291百万円減少し、94,299百万円となりました。

　負債は、短期借入金の減少5,300百万円、支払手形及び買掛金の減少2,725百万円、また賞与引当金の減少1,158

百万円などにより、前連結会計年度末に比べ9,931百万円減少の38,534百万円となりました。

　純資産は、当第１四半期純損失857百万円の発生及び配当金の支払436百万円等により前連結会計年度末に比

べ、1,360百万円減少の55,765百万円となりました。
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（３）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は5,256百万円と

なり、前連結会計年度末に比べ1,345百万円減少いたしました。　

　当第１四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、たな卸資産の増加や仕入債務の減少等がありましたものの、売上債権

の大幅な減少により4,700百万円の資金の増加（前年同期は7,540百万円の資金の増加）となりました。　

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、主に有形固定資産、無形固定資産の取得により、206百万円の資金の減

少（前年同期は257百万円の資金の減少）となりました。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の返済、配当金の支払等により、5,798百万円の資金の減少

（前年同期は9,563百万円の資金の減少）となりました。

　

　（４）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、462百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

　（５）対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間以降、当社グループが対処すべき課題は以下のとおりであります。

昨年３月に発生した東日本大震災は、わが国のエネルギー政策の大きな転換点となりました。今年の夏も全

国的な電力不足が懸念されており、当社も継続して節電対策に取り組んでまいります。

当社は交通インフラに携わる企業として、災害時でも事業の停滞を最小限に留める社会的責任があると考え

ております。東日本大震災の経験を教訓として、大規模な災害に遭っても事業を継続できる計画の策定に取り

組んでおります。

さらに、当社としては、一日も早い被災地の復興に引き続き協力してまいりますとともに、今後も安心して生

活できる、より安全な社会インフラの構築に貢献してまいります。

また、当社は、平成32年度（2020年）のあるべき姿を示した、長期経営計画「Vision‐2020 3E」を策定して

おります。その中で当期は、第２期（平成24年度～26年度）中期経営計画のスタートにあたります。この３年間

では、グローバル競争に勝ち残るため、「ものづくり改革」と「新たな事業領域への挑戦」を旗印に、国際市場

への戦略的拡大と成熟した国内市場における新事業創造を、スピードを持って実行してまいります。

　当社グループは、今後とも“より快適な人間社会の実現をめざし、「安全と信頼」の技術を通じて、社会に貢

献する”という企業理念を堅持し、社会に認められる企業として、真摯に“ものづくり”に取り組んでまいり

ます。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成24年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年８月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 62,448,052 62,448,052

東京証券取引所

（市場第一部）

大阪証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

１００株

計 62,448,052 62,448,052 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成24年４月１日～

平成24年６月30日
－ 62,448,052 － 6,846 － 5,303

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成24年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

 平成24年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 48,400 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 62,371,400 623,714 －

単元未満株式 普通株式 28,252 － －

発行済株式総数 62,448,052 － －

総株主の議決権 － 623,714 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権10個)含まれて

おります。

 

②【自己株式等】

 平成24年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

　日本信号株式会社
東京都千代田区

丸の内一丁目５番１号
48,400－ 48,400 0.08

計 － 48,400－ 48,400 0.08

　（注）平成24年６月30日現在、自己名義所有株式数は48,400株であります。 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。

　

EDINET提出書類

日本信号株式会社(E01769)

四半期報告書

 6/19



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成24年４月１日から平成

24年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,751 5,420

受取手形及び売掛金 41,927 27,028

有価証券 19 21

商品及び製品 6,906 7,914

仕掛品 12,730 15,957

原材料及び貯蔵品 6,454 6,470

繰延税金資産 3,178 3,198

その他 545 1,427

貸倒引当金 △16 △3

流動資産合計 78,496 67,436

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 4,788 4,783

機械装置及び運搬具（純額） 505 474

工具、器具及び備品（純額） 822 800

土地 5,782 5,782

リース資産（純額） 8 7

建設仮勘定 130 68

有形固定資産合計 12,038 11,917

無形固定資産 1,841 1,721

投資その他の資産

投資有価証券 10,637 10,662

長期貸付金 18 17

繰延税金資産 237 237

その他 2,376 2,362

貸倒引当金 △54 △54

投資その他の資産合計 13,215 13,225

固定資産合計 27,094 26,863

資産合計 105,591 94,299
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 15,785 13,059

短期借入金 14,000 8,700

リース債務 5 5

未払法人税等 776 189

賞与引当金 2,421 1,262

役員賞与引当金 105 33

完成工事補償引当金 2 2

受注損失引当金 577 417

その他 5,983 6,220

流動負債合計 39,656 29,890

固定負債

長期未払金 220 196

リース債務 5 4

繰延税金負債 496 532

退職給付引当金 7,893 7,800

役員退職慰労引当金 193 110

固定負債合計 8,808 8,643

負債合計 48,465 38,534

純資産の部

株主資本

資本金 6,846 6,846

資本剰余金 5,303 5,303

利益剰余金 35,747 34,453

自己株式 △23 △23

株主資本合計 47,874 46,579

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3,807 3,839

その他の包括利益累計額合計 3,807 3,839

少数株主持分 5,444 5,346

純資産合計 57,125 55,765

負債純資産合計 105,591 94,299
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（２）【四半期連結損益及び包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

売上高 ※2
 12,146

※2
 12,504

売上原価 10,286 10,646

売上総利益 1,860 1,858

販売費及び一般管理費 ※1
 3,170

※1
 3,055

営業損失（△） △1,309 △1,196

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 112 117

生命保険配当金 119 113

貸倒引当金戻入額 5 12

その他 39 101

営業外収益合計 277 345

営業外費用

支払利息 7 13

租税公課 4 0

為替差損 － 105

その他 3 30

営業外費用合計 15 149

経常損失（△） △1,047 △1,000

特別損失

固定資産除売却損 2 0

投資有価証券評価損 4 43

特別損失合計 7 44

税金等調整前四半期純損失（△） △1,054 △1,045

法人税等 △242 △219

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △812 △825

少数株主利益 33 32

四半期純損失（△） △845 △857
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

少数株主利益 33 32

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △812 △825

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △48 30

その他の包括利益合計 △48 30

四半期包括利益 △860 △795

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △891 △826

少数株主に係る四半期包括利益 31 31
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △1,054 △1,045

減価償却費 453 390

固定資産除売却損益（△は益） 2 0

受取利息及び受取配当金 △113 △117

支払利息 7 13

売上債権の増減額（△は増加） 20,994 14,898

たな卸資産の増減額（△は増加） △4,926 △4,251

仕入債務の増減額（△は減少） △5,466 △2,744

前受金の増減額（△は減少） △29 90

退職給付引当金の増減額（△は減少） △64 △92

その他 △725 △1,847

小計 9,076 5,293

利息及び配当金の受取額 113 117

利息の支払額 △7 △13

法人税等の支払額 △1,641 △697

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,540 4,700

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △53 △42

定期預金の払戻による収入 62 26

有形固定資産の取得による支出 △244 △172

有形固定資産の売却による収入 1 0

無形固定資産の取得による支出 △36 △39

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △3 △3

その他 16 26

投資活動によるキャッシュ・フロー △257 △206

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △9,000 △5,300

自己株式の取得による支出 － △0

配当金の支払額 △499 △436

少数株主への配当金の支払額 △62 △60

その他 △1 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー △9,563 △5,798

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1 △42

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,282 △1,345

現金及び現金同等物の期首残高 10,872 6,602

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 8,589

※
 5,256
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【会計方針の変更】

（減価償却方法の変更）

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取

得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　この変更による損益に与える影響は軽微であります。　

　

【会計上の見積りの変更】

（工事進行基準における進捗率の見積りの変更）

　決算日における工事進捗度の見積方法に関し、工事契約における履行義務全体を工事原価総額と捉えて、決算日に

おける履行義務の遂行割合の見積りは、従来、工程毎に割り振った見積工事原価の割合をもって工事進捗度として

おりましたが、当第１四半期連結会計期間より、発生工事原価の割合をもって工事進捗度とする方法に変更してお

ります。

　この変更は、統合基幹業務システム（ERP）における案件管理機能改修に伴い、当第１四半期連結会計期間にて仕

掛段階にある個別案件の発生工事原価をより網羅的に把握できる体制が整ったことで、より実態に則した進捗度の

見積りが可能となったため実施したものであります。

　これにより、従来の方法に比べて、当第１四半期連結累計期間の売上高は864百万円増加し、営業損失、経常損失及

び税金等調整前四半期純損失はそれぞれ142百万円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

（原価差異の繰延処理）

　季節的に変動する操業度により発生した原価差異は、原価計算期間末（年度末又は第２四半期連結会計期間末）

までにほぼ解消が見込まれるため、当第１四半期連結会計期間末では、当該原価差異を流動資産（その他）として

繰り延べております。

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
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【注記事項】

（四半期連結損益及び包括利益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日）

給料及び手当金 896百万円 849百万円

賞与引当金繰入額 266 261

役員賞与引当金繰入額 34 33

退職給付費用 75 63

役員退職慰労引当金繰入額 11 11

減価償却費 95 93

試験研究費 389 411

 　

※２ 前第１四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）及び当第１四半期連結累計期

間（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）

　     当社グループの主要事業のうち、「鉄道信号」、「交通情報システム」および「駅務自動化装置を中心と

するＡＦＣ」につきましては、主要顧客である国内鉄道各事業者の設備投資や、警察等の公共投資が中心と

なっているため、当社グループの売上高の比重は期末に高くなる傾向があります。

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日）

現金及び預金 8,735百万円 5,420百万円

有価証券 214 21

計 8,949 5,441

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △159 △184

取得日から償還期限が３ヶ月を超える有価証券 △200 －

現金及び現金同等物 8,589 5,256
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

配当に関する事項

　配当金支払額 

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月24日

定時株主総会
普通株式 499 8.00平成23年３月31日平成23年６月27日利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）

配当に関する事項

　配当金支払額 

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月26日

定時株主総会
普通株式 436 7.00平成24年３月31日平成24年６月27日利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）　

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

（単位：百万円）

　 　 報告セグメント　　 　 四半期連結

損益及び包括

利益計算書

計上額

（注２）

 
交通運輸

インフラ事業　

ＩＣＴ

ソリューション

事業　

計　

調整額

（注１）

　

　

売上高

外部顧客への売上高

　

セグメント間の内部売上高

又は振替高　　

　

　

5,910

　

－

　

　

　

6,236

　

－

　

　

　

12,146

　

－

　

　

　

－

　

－

　

　

　

12,146

　

－

　

計 5,910 6,236 12,146 － 12,146

セグメント損失 △46 △540 △586 △723 △1,309

（注）１．セグメント損失の調整額△723百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。 

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない親会社本社の管理部門に係る費用であります。

２．セグメント損失は四半期連結損益及び包括利益計算書の営業損失と調整を行っております。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）　

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

（単位：百万円）

　 　 報告セグメント　　 　 四半期連結

損益及び包括

利益計算書

計上額

（注２）

 
交通運輸

インフラ事業　

ＩＣＴ

ソリューション

事業　

計　

調整額

（注１）

　

　

売上高

外部顧客への売上高

　

セグメント間の内部売上高

又は振替高　　

　

　

6,529

　

－

　

　

　

5,975

　

－

　

　

　

12,504

　

－

　

　

　

－

　

－

　

　

　

12,504

　

－

　

計 6,529 5,975 12,504 － 12,504

セグメント利益又は損失（△）　 13 △508 △494 △702 △1,196

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△702百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であ

ります。 

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない親会社本社の管理部門に係る費用であります。

２．セグメント利益又は損失は四半期連結損益及び包括利益計算書の営業損失と調整を行っております。

　　

２．報告セグメントの変更等に関する事項

（工事進行基準における進捗率の見積りの変更）

　決算日における工事進捗度の見積方法に関し、工事契約における履行義務全体を工事原価総額と捉え

て、決算日における履行義務の遂行割合の見積りは、従来、工程毎に割り振った見積工事原価の割合を

もって工事進捗度としておりましたが、当第１四半期連結会計期間より、発生工事原価の割合をもって

工事進捗度とする方法に変更しております。

　この変更は、統合基幹業務システム（ERP）における案件管理機能改修に伴い、当第１四半期連結会計

期間にて仕掛段階にある個別案件の発生工事原価をより網羅的に把握できる体制が整ったことで、より

実態に則した進捗度の見積りが可能となったため実施したものであります。

　これにより、従来の方法に比べて、当第１四半期連結累計期間の交通運輸インフラ事業の売上高は812

百万円増加し、セグメント損失は134百万円減少しました。また、ICTソリューション事業の売上高は52百

万円増加し、セグメント損失は8百万円減少しております。

　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △13円55銭 △13円75銭

（算定上の基礎）   

四半期純損失金額（△）（百万円） △845 △857

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（△）

（百万円）
△845 △857

普通株式の期中平均株式数（千株） 62,399 62,399

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純損失金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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（重要な後発事項）

　該当事項はありません。

　

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年８月８日

日本信号株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 星長　徹也　　印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小林　圭司　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本信号株式会

社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成24年４月１日から平

成24年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本信号株式会社及び連結子会社の平成24年６月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期

連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

　　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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